自治労道本部第55回定期大会・山上委員長あいさつ

2013年9月26日

札幌コンベンションセンター
第55回自治労北海道本部定期大会に、全道各地から結集された代議員・傍聴者の皆さんに、心から敬意と感謝を申し上げます。

定期大会の開催にあたり、道本部執行委員会を代表して、当面する諸課題について申し上げ、ごあいさつにかえさせていただきたいと思います。

まず冒頭に、道本部は、昨年9月末の定期大会以降、全国現業統一闘争をはじめ、秋期闘争、衆議院選挙闘争、2013春闘、参議院選挙闘争、人勧期のたたかいなどなど、連続するたたかいを進めるとともに、自治労道本部結成50周年という節目の年に都市交との組織統合や全労済との完全統合も実現することができました。

この1年間に取り組んできた運動の到達点や主要なたたかいの総括については、議案提案の際に触れられますので私から申し上げることはしませんが、大変厳しい諸情勢の中で、職場･地域で献身的に運動を担っていただいた各地本・単組・総支部・評議会の役員・組合員の皆さんに、この場をお借りして心からお礼を申し上げます。

それでは、最初に私たち働く者を取り巻く情勢について、簡潔に申し上げます。

一言でいいますと、残念ながら引き続き厳しい状況に置かれていると言わざるを得ません。

世界経済の現状は、貧困と格差の拡大をもたらした新自由主義的経済運営からの転換をめざす動きが出てきていますが、アメリカのオバマ政権に見られるように共和党の抵抗にあうなど、全体的には必ずしもうまくいっているとは言い切れない状況です。

一方、ギリシャの放漫財政に端を発した欧州連合（EU）の債務危機問題は、欧州銀行による市場安定化策により沈静化したものの、マイナス成長を脱し切れていないことや高い失業率を維持したまま推移をしています。

また、イタリア、フランスなどの行き過ぎた財政緊縮策によって景気が悪化するなど、今後政治や社会が不安定化していくのではとの懸念が指摘されています。

中国などの新興国の経済動向ですが、緩やかながらも今後も成長が続くと思われますが、安い労働力を背景とする輸出型経済であることから先進国の景気動向に大きく左右される構造にあり、内需型の自立的成長への転換が今後の課題となっているといわれています。

日本経済は、「アベノミクス」とか「成長戦略＝３本の矢」＋４本目の矢東京オリンピック効果などといって、安倍政権の経済政策がもてはやされています。

たしかに、新たな借金で莫大な公共投資が行なわれる一方で、株価の値上がりや円安の進行により資産家や輸出産業を中心に利益が拡大し、それに伴って景気も回復してきたといわれています。政府の月例経済報告も、景気の基調判断の上方修正が続いており、GDPも３四半期連続でのプラス成長となっています。

最近、墓石の購入価格が上がったということで、こういうところにも景気回復の兆しが見えてきたと先週のNHKの報道でふれられていました。墓石で景気判断か？と思ってしまいますが、他方では円安によって、灯油や軽油、ガソリン、食料品から土地までが値上がりしてきています。

また、中小企業は原材料の輸入価格の高騰で収益が悪化しているといわれ、燃料の値上がりにより運送業や漁業にも深刻な影響が出ているといわれているのです。

われわれ庶民からすると、景気が良くなっているという実感がまるで得られない中で、物価が上がって、インフレ政策に逆行して賃金までが削減されているのであります。

何が「アベノミクス」か！といった気分でありますが、われわれももちろん景気が回復し賃金や労働条件が改善されることを強く願っていますし、そうあってほしいと心から思っています。先週の20日に開催された「政労使協議」の初会合では、安倍総理が賃上げや雇用拡大への協力を要請しました。しかし、経営側は労働分野の規制緩和や法人税の引き下げを主張し、労組側がこれに異を唱えるといった同床異夢ともいえる初会合でありました。

結局、「アベノミクス」による景気回復への期待は裏切られ、莫大な借金だけが増え、国家財政が破綻する最悪の結果になってしまうのではないかと危惧されますが、何としてもそうさせてはならないと強く思います。われわれは、「アベノミクス」の幻想に振り回されるのではなく、これ以上の格差拡大や無駄な公共投資を許さず、インフレ政策に逆行する賃金削減を阻止するとともに、生活向上をめざしての賃上げ闘争を強化するなど、「アベノミクスの効果や副作用」をしっかり見極め、これに対する取り組みをしたたかに展開していきたいと思います。どうか皆さんのご協力をお願いします。

次に、政治課題について触れたいと思います。

安倍内閣は参議院選挙の結果多くの国民が自民党の政策を支持してくれたものとしてとらえて、今後より一層反動的な政治に拍車をかけてくるのはまちがいありません。

自民党の政治姿勢や政策の中で特に問題なのは、

①民主党政権が方向づけた脱原発路線を否定し、東日本大震災の復旧・復興や福島の原発事故への対応が不十分な状況にとどまっているにもかかわらず、国民の安全や国の未来よりも企業の利益のために原発再稼働や新増設・輸出へと政策転換を図ってきていること。

②民主党が進めてきた地方自治の拡充や地方分権を認めず、地方交付税の削減を行うとともに地方公務員の賃金削減を自治体に強要してきたことや、来年度も地方交付税や公務員賃金の削減を継続しようとしていること。

③東日本大震災の復興財源に充てるため、2012年度から14年度の時限措置として導入された「復興特別法人税」の一年前倒ししての廃止(約9000億円)が政府や与党内で検討されており、さらに15年度以降の法人実効税率引き下げも検討していく姿勢が明らかになっていること。しかし、復興増税は、「復興特別法人税」だけでなく、所得税を2037年末までの25年間、税額の2．1％分を、住民税も2024年5月まで年千円を加算して課税しているにもかかわらず、法人税だけを減税対象にするという明らかな企業優遇政策そのものであること。

④TPP問題への対応を見てもわかるように、たとえ日本の国益を失おうとも輸出産業をはじめとする大企業やアメリカへの追従政治を進めるという、国民に対する背信行為と思われる政治を公然と進めていること。

⑤ホワイトカラーエグゼンプションや限定正社員制度の導入の動きに見られるように、労働者保護政策より時間外賃金の不支給や解雇の自由化で、企業にだけ都合の良い規制緩和を進め、最低賃金を上げるより、生活保護費を引き下げるといった政策の推進により、格差の拡大や非正規労働者の増大をもたらそうとしていることです。

⑥そして最も危険なものは、解釈改憲による集団的自衛権の行使を可能ならしめようと画策していることであり、彼らの悲願である改憲を「維新の会」などと連携して実現し、武力によって他国を威嚇・侵略できる国家につくりかえるという策動を強力に推し進めていることです。

民主党をはじめとする野党の反撃におおいに期待したいところですが、野党共闘の構築自体も難しい中で圧倒的多数を与えられた安倍内閣にどう対抗していくか、残念ながら非常に厳しい状況にあると言わざるを得ません。しかし、理不尽で不条理で危険な自民党政治を、われわれは額に汗して働くものとして、また、一人の人間としても、断じて認められませんし、何としても打倒しなければならない政権であります。

福島をはじめとする東北の現状を見るときに、また、非正規労働者の実態や戦争の悲惨さを思うとき、今の政治の状況に、いたずらに失望し絶望感に浸っているわけにはいかないのです。
ここで、昨年暮れの総選挙と、７月の参議院選挙を経てできあがった政治構図とはどういうものなのかを振り返ってみてみたいと思います。

それは、圧倒的な一強となった自民党と公明党との与党体制に対して、野党第一党の民主党が大きく勢力を減らし、他の野党も多党化・分立状況になったということです。

しかも、野党の中でも「自民党より右寄り」がそれなりの勢力を占めるという構図です。

私たち働く者の側から見ると、「中道」あるいは「左派」を代表する政治勢力が極めて少数になってしまったということです。
ただし、それは国会の勢力図での話しであって、原発や憲法9条などに見られるように、具体的な政策での国民の意識は必ずしも自民党や日本維新の会などの主張を支持しているわけではありません。まして、４年前の「政権交代」の大義であった“国民の生活”の危機は、安倍政権の政策方向では解消されるどころかより深刻になっているのです。

　したがって、当たり前の雇用と生活、平和と安心を望む国民意識にしっかり対応し、新自由主義と対決して働く者を基盤に「共生と連帯に基づく持続可能な社会」の実現にむけて真剣に取り組む政治勢力を、もう一度民主党を中心に再構築することが急務となっていると考えます。

今日は横路代表がお見えになっておりますが、民主党に改めて強く訴えたいのは、維新の会などにいたずらにすり寄るのではなく、経済界とも一線を画して、もう一度結党時の原点に立ち返り、「国民のための政治」を党内が一致結束して進めていくこと、民主党北海道が先の参議院選挙でかかげた脱原発や、TPP反対、格差是正、平和憲法擁護など国民生活や国の未来にかかわる重要政策について、ぶれずに国民の皆さんの期待にしっかり応えられる政治を進めていってほしいということです。

そのことを前提とするならば、次の政治闘争の山場である2年後の知事選を頂点とする統一自治体選挙、その1年後の衆参の国政選挙において、勝利の展望を切り開いていくことは十分可能であると思います。また、そこから自公政権打倒を実現していくことができると考えます。

同時にこの統一自治体選挙と衆参の国政選挙闘争は、われわれ自治労にとっても極めて重要な意義を持つたたかいであり、組織の総力をあげてたたかう中で、新たな展望を自ら切り開いていかなければなりません。どうか、政治闘争の再構築にむけて、また、統一自治体選挙と衆参の国政選挙闘争の必勝にむけて、皆さんのご理解と一層のご協力を心からお願いします。

次に、今年賃金確定のたたかいいについて触れたいと思います。

詳しくは、方針提案の際に触れられると思いますが、これ以降、人勧期のたたかいから秋季闘争・賃金確定闘争へと移行していくこととなります。当然厳しい情勢下でのたたかいとなるだろうと思います。特に、国公の賃金削減が来年3月で終了するのかどうか、消費税の導入もどうやら来年４月からとなりそうです。それにかこつけて賃金削減延長の動きも強まると予想されますので、この扱いをめぐっての攻防が当面するたたかいの最大の課題となっていきます。

当然この課題は、今年のたたかいと同様、政府による地公給与の削減強要へと連動するだけに、われわれは中央段階のたたかいに連帯し、地方自治や地方財政確立の取り組みと結合して、新たな削減は断じて認めないという強い姿勢で、組織の総力をあげてたたかいを進めていく決意です。

また、今年の人事院勧告時に人事院が報告として言及した「給与制度の総合的見直し」についてでありますが、この見直しは、国家公務員にとっては給与原資を変えずに俸給と手当の配分の見直しとなるものの、地方公務員にとっては給与水準そのものに影響する大問題です。しかも技能・労務関係職種の給与水準にも言及するなど、極めて問題の多い見直しです。道本部として自治労中央本部に結集し、断固反対の取り組みを今次秋季闘争を皮切りに進めていきたいと考えています。

今申し上げた二つの大きな闘争課題の勝利にむけて、皆さんの一層のご理解とご奮闘を心からお願いします。

本来であれば、①道本部組織強化・拡大長期計画の推進、②全国現業統一闘争、③脱原発、反戦・平和、反基地闘争、④規約・規定の見直しなど、申し上げるべき課題がございますが、時間の都合上省略させていただきますので、ご了解願います。

最後に、今定期大会はむこう1年間のたたかう方針を決定していく重要な場です。大会の圧倒的な成功を勝ち取るために、皆さんの最後までのご協力をいただきますよう心からお願い申し上げまして、開会にあたってのごあいさつとします。ありがとうございました。
